
消防大学校 沿革 

昭和 23年 消防講習所創設 

指導者養成科（昭和 28 年度から平成 17 年度まで本科、

現幹部科）開講 

火災原因調査科（現予防科）開講 

昭和 25年 研究科（現上級幹部科）開講 

消防団長科開講 

昭和 34年 消防組織法が改正され消防大学校として発足 

校章、校旗制定 

昭和 40年 警防科開講 

昭和 43年 救急科開講 

昭和 56年 救助科開講 

昭和 61年 幹部研修科（現幹部科）開講 

平成 8 年 第二本館（講堂、救急訓練室、屋内訓練室）、屋内火災

防ぎょ訓練棟、不二寮（北寮）完成 

平成 10年 不二寮（南寮）完成 

平成 13年 新本館完成 

省庁再編により総務省消防庁消防大学校となる 

火災調査科開講 

平成 18年 独立行政法人消防研究所が廃止され、消防大学校に消防

研究センターを設置し移管 

教育体系の見直し（幹部科、新任消防長・学校長科、危

険物科、新任教官科開講、幹部科 e- ラーニング開始） 

平成 21年 消防大学校創設 50年を迎える 

資料３
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消防庁消防大学校の施設の概要

消防大学校の教育訓練施設については、平成５年度以降その整備更新が進めら

れ、平成１３年度までに本館、第２本館及び寄宿舎の整備が終了した。これらの

維持補修が必要となっている。

また、平成２７年度中に女性用利便施設整備が完了予定。

区 分 構 造 内 容 等完 成
年 月

本 館 ＳＲＣ造 地下１階：理化学燃焼実験室、鑑識実平成13年３月
地下１階 習室、体力錬成室等
地上５階建 地上１階：事務室(庶務課、教務部、調査

研究部)等
２階：校長、副校長室、講師控室、

特別会議室、図書館、
小会議室等

３階：普通教室1,2、中教室等
４階：マルチメディア関係教室(現地

指揮本部運用訓練室、訓練統
制室、消防本部指揮運用等訓
練室)等

５階：大教室、視聴覚教室等

寄 北 寮 ＲＣ造４階建 52室52人平成８年３月
宿
舎 南 寮 ＲＣ造６階建 29室172人平成10年３月

第２本館 ＲＣ造３階建 講堂(300人),救急訓練室(240㎡)平成８年３月
特別教室(116人),屋内訓練場(610㎡)

屋内火災防ぎょ ＲＣ造３階建 濃煙熱気訓練室、訓練用立杭、平成８年３月
訓練棟 訓練管理室

教官宿舎棟 ＲＣ造３階建 ６戸平成８年３月

車 庫 棟 ＲＣ造平屋建 教育訓練用車両３台格納平成９年３月

ＲＣ造２階建 教育訓練用車両３台格納、資機材庫第２車庫棟 平成13年３月

昭和43年８月訓練塔 ＳＲＣ造
地下1階、地上
11階建

防災危機管理棟 ＲＣ造３階建 平成26年７月 車両４台格納（可）
待機室１０室

防災危機管理棟 Ｓ造１階建 平成26年７月
自転車置場

女性消防職員用 ＲＣ造２階建 平成28年３月 専用共同風呂、トイレ、洗濯室等
利便施設 （北寮２階と （予定）
（北寮増築） 接続）

乾燥室（平成７年３月完成）上記以外の施設 Ｓ造平屋建等
渡り廊下（平成１３年３月完成）等

合 計
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消防講習所

幹　部　科   （未実施） 4,376 4 283 4,659 4 306

上級幹部科   668 3,868 1 48 4,584 1 54

新任消防長・学校長科 （未実施） 663 2 67 730 2 120

消防団長科   453 1,969 2 61 2,483 2 72

警  防  科   6,295 2 120 6,415 2 120

救  助  科   3,221 2 119 3,340 2 120

救  急  科   3,472 1 41 3,513 1 42

予  防  科   386 5,978 2 96 6,460 2 96

危険物科 615 1 36 651 1 36

火災調査科 1,249 2 96 1,345 2 96

新任教官科 821 1 94 915 1 96

本　　　科   796 2,558 3,354

（専修科等） 817 840 1,657

3,120 35,925 20 1,061 40,106 20 1,158

指揮隊長コース 583 2 66 649 2 96

高度救助・特別高度救助コース 438 1 66 504 1 66

ＮＢＣコース 673 1 65 738 1 66

航空隊長コース 419 2 63 482 1 84

トップマネジメントコース 1,392 1 107 1,499

危機管理・国民保護コース 2,703 1 77 2,780 1 96

自主防災組織育成コース 497 1 59 556 1 72

自主防災組織育成短期コース 0 0 0 0 2 128

消防団教育訓練推進者養成コース 0 0 0 0 1 96

違反是正特別講習 78 1 96 174

新任消防長・学校長コース 78 78

火災調査講習会 2,640 2,640

消防教育訓練コース 4,008 4,008

消防学校長研修会等 994 994

航空隊コース 668 668

0 15,171 10 599 15,770 10 704

3,120 51,096 30 1,660 55,876 30 1,862

注 　過去の教育訓練は、学科・実務講習別に、内容に応じて現行区分により整理しています。

教育訓練の実施状況（平成27年3月31日現在）

区分

消防大学校

卒業生数
合計

平成27年度計画

昭和23.6
～昭和34.3
卒業生数

昭和34.4
～平成26.3
卒業生数

平成26年度

回
数

卒業生数
回
数

定員

学
科

総
合
教
育

専
科
教
育

（未実施）

（未実施）

そ
の
他

（統合済） （統合済）

（廃止済） （廃止済）

計

実
務
講
習

緊
急
消
防
援
助
隊

教
育
科

（未実施）

危
機
管
理
・

防
災
教
育
科

（統合済）

そ
の
他

合計

（統合済）

（学科移行） （学科移行）

（廃止済） （廃止済）

計
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S58

火災調査講習会

国民保護コース

　　　　消防大学校における教育訓練課程の変遷（その１）
消防講習所 消防大学校

平成17年度
昭和23年度 昭和34年度

S 23 S 28 S 34
本科

指導者養成科 本科 本科

S 25 S 34
消防団長科

消防団長科 消防団長科

S 25 S 34 S 37 S 44 S 56
上級幹部科

研究科

幹部研修科
幹部研修科

S 36

研修科 上級幹部科 上級幹部第１科 上級幹部科

S 37 S 44

上級幹部科(消防長資格科)

S 23 S 30 S 34 S 40 S 48

研修科 上級幹部第２科

S 61

S 24 S 26 S 40
警防科 警防科

研務官科 警防科

機関技術者養成科 機関科 機関科 機械科 廃止

S 23 S 36
一部

特別指導者養成科 専修科(電気)

火災原因調査科 火災予防科 火災予防科 予防科

S 25 S 27 S 43
救急科

自衛消防科 救急科

S 29 S 54 S56
救助科

無線技術養成科 実務講習救助科 救助科

S 31 S 34 S 39
予防科

S 32 S 51 S 61 H 13
火災調査科

特別専修科 危険物保安科 廃止 火災調査科

H 3
H12
廃止はしご自動車等講習会

H 4

消防学校長研修会

S 60

S 44 S 53 S 61

実務講習教員科 教員科 廃止

災害対策活動講習会 危機管理講習会 危機管理講習会(トップマネジメントコース) 危機管理講習会(トップマネジメントコース) 危機管理教育科

H 9 H 15 トップマネジメントコース

防災講習会

H 8 H 9 H 15 H 16 H 17

航空消防防災講習会 緊急消防援助隊教育科

H 10 部隊指揮コース

緊急消防援助講習会 ＮＢＣ対策コース

トップセミナー 危機管理講習会(上級マネジメントコース) 防災実務管理者コース

H 15

危機管理講習会(防災実務者コース)

H 10 H 17

H 15
廃止

違反是正講習会

H 16 H 17

自主防災リーダー講習会 調査研究科

H 12 H 16 航空隊長コース

放射性物質災害講習会 ＮＢＣ災害講習会 航空隊コース

消防教育訓練研究会 消防教育訓練講習会 消防教育訓練コース

H 16 自主防災リーダーコース

自主防災指導者講習会 自主防災指導者コース

S 36 H 16 新任消防長・学校長コース

H15 
廃止 
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H18

統合 幹部科

H18

H18

危険物科

H18

新任教官科

再編

H22
廃止

統合

統合

H18

学科移行

自主防災リーダーコース H25 違反是正特別講習

自主防災指導者コース

新任消防長・学校長コース 本庁の事業に統合
（全国防災・危機管理トップセミナー）

消防教育訓練コース

H 17 自主防災組織育成コース 自主防災組織育成コース 自主防災組織育成コース 消防団教育訓練推進者養成コース

調査研究科

国民保護コース 国民保護コース 国民保護コース 自主防災組織育成コース 自主防災組織育成コース 自主防災組織育成短期コース

危機管理・国民保護コース

防災実務管理者コース 危機管理実務コース 危機管理実務コース 危機管理・国民保護コース 危機管理・国民保護コース 自主防災組織育成コース

航空隊コース トップマネジメントコース トップマネジメントコース トップマネジメントコース トップマネジメントコース トップマネジメントコース

H25 H27

航空隊長コース 危機管理・防災教育科 危機管理・防災教育科 危機管理・防災教育科 危機管理・防災教育科 危機管理・防災教育科 危機管理・防災教育科

航空隊コース 航空隊コース 航空隊コース 高度救助コース 航空隊長コース 航空隊長コース

部隊指揮コース

ＮＢＣ対策コース H 18 H21 H22 H23

H 17 特別高度救助コース 高度救助コース 高度救助コース

緊急消防援助隊教育科 高度救助コース

国民保護コース 航空隊長コース 航空隊長コース 航空隊長コース 航空隊長コース

指揮隊長コース

防災実務管理者コース NBCコース NBC・特別高度救助コース NBC・特別高度救助コース NBC・特別高度救助コース 高度救助・特別高度救助コース 高度救助・特別高度救助コース

トップマネジメントコース 指揮隊長コース 指揮隊長コース 指揮隊長コース 指揮隊長コース 指揮隊長コース

ＮＢＣコース ＮＢＣコース

H27

危機管理教育科 緊急消防援助隊教育科 緊急消防援助隊教育科 緊急消防援助隊教育科 緊急消防援助隊教育科 緊急消防援助隊教育科 緊急消防援助隊教育科

H 17 H 18 H 19 H21 H22 H23

危険物科 危険物科

新任教官科 新任教官科

火災調査科 火災調査科 火災調査科

救助科 救助科 救助科

予防科 予防科 予防科

警防科

救急科 救急科 救急科

幹部研修科

警防科 警防科

上級幹部科

新任消防長・学校長科 新任消防長・学校長科

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度 平成27年度

　　　　消防大学校における教育訓練課程の変遷（その２）

幹部科

消防団長科 消防団長科 消防団長科

本科 幹部科

上級幹部科 上級幹部科

新任消防長・学校長科
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41 72 6/15～7/30 32 46

42 66 8/25～10/14 32 51

43 84 10/19～12/4 32 47

44 84 1/12～2/26 32 46

18 60 4/14～4/24 9 11

19 60 5/11～5/21 9 11

67 36 8/24～8/28 5 5

68 36 12/7～12/11 5 5

97 60 6/10～7/29 34 50

98 60 10/21～12/10 34 51

71 60 4/13～6/4 34 53

72 60 8/24～10/15 34 53

98 48 8/24～10/15 34 53

99 48 1/13～3/2 34 50

29 48 6/10～7/29 34 50

30 48 10/21～12/10 34 51

13 48 4/13～4/23 9 11

14 48 5/12～5/22 9 11

危機管理・国民保護
コース

地方公共団体の危機管理・防災実務管理者・国民保護担当
者等に対し、その業務に必要な知識及び能力を修得させ
る。

5 96 5/25～5/29 5 5

自主防災組織育成短期コース
自主防災組織の育成業務に携わる担当職員に対し、その業
務に必要な基礎的知識及び能力を修得させる。

2 128 別途通知 2

消防団教育訓練推進者養成コース
消防団の教育訓練に携わる者に対し、その業務に必要な実
務的な知識及び能力を修得させる。

1 96 12/14～12/18 5 5

平成27年度消防大学校教育訓練計画

21

36 6/23～7/23 21

5 12

10

9 96

5

11

12

予防業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得さ
せ、予防業務の教育指導者等としての資質を向上させる。

救急隊長等に対し、高度の知識及び能力を総合的に修得さ
せ、救急業務の指導者としての資質を向上させる（指導救
命士養成教育を含む。）。

高度救助・特別高度救
助コース

高度救助隊、特別高度救助隊の隊長等に対し、その業務に
必要な知識及び能力を修得させる。

36

93/8～3/18

ＮＢＣコース
緊急消防援助隊のＮＢＣ災害要員等に対し、NBC災害対応業
務に必要な知識及び能力を修得させる。

危険物科

指揮隊長コース
緊急消防援助隊の指揮支援部隊長等に対し、その業務に必
要な知識及び能力を修得させる。

火災調査業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得
させ、火災調査業務の教育指導者等としての資質を向上さ
せる。

17

77 42 9/9～10/14

予防科

入寮期間
(平成27年4月～
平成28年3月)

教育
日数
(日)

警防業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得さ
せ、警防業務の教育指導者等としての資質を向上させる。

新任消防長・学校長科
新任の消防長・消防学校長に対し、その職に必要な知識及
び能力を総合的に修得させる。

総
合
教
育

火災調査科

上級幹部科
消防に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、現
に消防の上級幹部である者の資質を向上させる。

幹部科

入寮
日数
(日)

79 54 1/12～1/28 12

警防科

7

31

専
科
教
育

新任教官科
新任の消防学校教育訓練担当職員等に対し、その職に必要
な知識及び能力を専門的に修得させる。

救急科

緊
急
消
防
援
助
隊
教
育
科

航空隊長コース
消防・防災航空隊の隊長等に対し、その業務に必要な知識
及び能力を修得させる。

15

区
分

学科等の名称 目的
期数
回数

定員(名)

消防団の上級幹部に対し、その職に必要な知識及び能力を
総合的に修得させる。

救助科
救助業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修得さ
せ、救助業務の教育指導者等としての資質を向上させる。

3/7～3/18

10

10

5

10

危
機
管
理
・
防
災
教
育
科

自主防災組織育成コース
自主防災組織の育成担当者等に対し、その業務に必要な高
度な知識及び能力を修得させる。

11 72

66

6/3～6/9

消防に関する高度の知識及び技術を総合的に修得させ、消
防の上級幹部たるに相応しい人材を養成する。

実
務
（

特
別
）

講
習

15 84 2/3～2/17

66 2/22～3/4

危険物保安業務に関する高度の知識及び技術を専門的に修
得させ、危険物保安業務の教育指導者等としての資質を向
上させる。

消防団長科
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平成２７年度 消防大学校教育訓練計画について 

消防大学校では、消防行政の実態に即応した教育内容等の見直しを逐次行い、教育の充実強化に努めてい

ます。 

平成２７年度の教育訓練計画についても、最近の消防業務の実状を踏まえ、教育訓練内容の更なる充実等

を図るため、以下の点についての見直しを行いました。 

１ 地域防災力の充実強化に関する教育訓練の充実 

（１）消防団教育訓練推進者養成講習の実施 

平成２５年１２月に、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律が施行されたこと

を踏まえ、消防団の教育訓練の推進を図るために、都道府県等消防学校及び消防本部において、消防

団の教育訓練に携わる者を対象に実務講習を実施します。 

（２）自主防災組織に関する教育訓練の充実 

 近年の局地的な豪雨、豪雪や台風等による災害が各地で頻発していることを踏まえ、自主防災組

織の活動促進の支援に資するために、「自主防災組織育成コース（消大において実施する５日間の

宿泊研修）」の定員を６０名から７２名に増やすとともに、出前講習として、「自主防災組織育成短

期コース（２日間の研修）」を全国２カ所で実施します。 

（３）上記に伴う既存の統廃合 

ア トップマネジメントコース 

  平成２６年度からの「全国防災・危機管理トップセミナー」（国民保護室）等の開催に伴い、

消防大学校での実施を中止し、同セミナーに統合します。 

イ 違反是正特別講習 

  専科教育「予防科」に発展的統合します。 

２ 指揮隊長コースの教育内容の充実 

平成２６年３月に、緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画（基

本計画）及び運用要綱が改正されたことを踏まえ、指揮隊長コースの教育日数を７日間から９日間に

増やし、教育内容を充実させます。 

３ ＮＢＣコース、危機管理・国民保護コースの教育内容の充実 

  ２０２０年に開催されるオリンピック・パラリンピック東京大会等大規模イベントを見据え、Ｎ

ＢＣ災害対応力の強化を図るために、各種検知器による偽剤等の測定など、教育内容をより実戦に

即したものに充実させます。 

４ その他 

（１）航空隊長コース 

   平成２６年度は年度当初に２回（定員各４２名）実施しましたが、同時期は新任隊員研修の実施及

び林野火災の発生時期であることから、実施時期を年度後半に１回（定員８４名）に変更します。 

（２）危機管理・国民保護コース 

平成２６年度は７月末に実施しましたが、研修成果をより効果的に活用できるよう、出水期前

に実施時期を変更します。 

8



1 教養 民間経営の実践
元百貨店次長が語る民間企業における人事評価や取組
を学ぶ。

伊藤信也
元(株)藤沢小田急取締役店次
長

18 H19.10

2 教養 コミュニケーション手法
コミュニケーションの手法を元アナウンサーの女性消防団
員から学ぶ。

小澤浩子 TETOTE(子供表現教室)講師 22 H23. 6

3 法制
情報公開法・個人情報保護
法

各法律・制度の仕組み・考え方から、実例紹介・業務上
の注意点等まで学ぶ。

松村雅生
日本大学大学院　法務研究科教
授

22 H23. 6

4 法制 地方自治
日本の地方行政の仕組みと半世紀の成果、新たに発生
している課題と解決策について学ぶ。

岡本全勝 自治大学校元校長 22 H23. 6

5 法制 消防作用法１ 関東一 日本公法学会員 18 H18.12

6 法制 消防作用法２ 関東一 日本公法学会員 18 H18.12

7 法制 消防作用法３ 関東一 日本公法学会員 18 H18.12

8 法制 国家賠償法 国賠法の解釈及び判例について学ぶ。 首藤重幸 早稲田大学院法務研究科教授 19 H19.10

9 法制 消防行政訴訟
消防実務に係る実際の訴訟事例の解説を交えながら学
ぶ。

木下健治 客員教授:全消会顧問弁護士 19 H19.10

10 法制 国民保護
国民保護法の概要、武力攻撃災害等非常時の消防の役
割について学ぶ。

消防大学校 消防大学校 18 H19. 3

11 管理 教育技法１ 山崎洋史 昭和女子大学院教授 18 H19.10

12 管理 教育技法２ 山崎洋史 昭和女子大学院教授 18 H19.10

13 管理 人間関係論
職場交流について実験結果や理論から提唱したことを学
ぶ。

鈴木春男 自由学園最高学部学部長 19 H19.10

14 管理 情報化社会Ⅱ
情報セキュリティの必要性（管理方法、個人情報に関す
る事例等の解説）を学ぶ。

杉本京子
パナソニックラーニングシステム
ズ（株）

22 H23. 6

15 管理 惨事ストレス対策（H26) 消防職団員から集めた統計等を基にした内容を学ぶ。 松井豊
筑波大学人間総合科学研究科
教授

26 H27. 3

16 管理
惨事ストレス対策 ～リスク評
価のポイント～ （H20）

再現ドラマ形式で惨事ストレス対策を学ぶ。 松井豊
筑波大学人間総合科学研究科
教授

20 H20. 4

17 管理 危機管理概論(H26)
どのように危機管理に向き合うか、様々な実例と共に学
ぶ。

室﨑益輝
公益財団法人ひょうご震災記念
21世紀研究機構　副理事長

26 H27. 3

18 管理 危機管理
現状リスクの把握、危機管理の課題、あるべき姿を見出
す。

野口和彦 ㈱三菱総合研究所研究理事 20 H20. 4

19 管理 安全管理
ヒューマンファクターという考え方を基に、人間を生かす取
り組みについて学ぶ。

本江　彰
日本ヒューマンファクター研究所
主任研究員

22 H23. 6

20 管理
「防災の社会心理学」の視点
と実践

大震災の被害と教訓、パニック時の行動から予防的対策
を学ぶ。

吉川忠寛 防災都市計画研究所所長 25 H26. 4

21 管理 災害活動
JR福知山線脱線事故の概要、活動内容、検証等を学
ぶ。

本田良正 尼崎市消防局警防部長 19 H19.10

22 管理 災害現場
新潟7.13水害、新潟県中越地震での現場指揮経験者の
体験談から学ぶ。

渡邊俊英 新潟市消防局消防局長 18 H19. 2

23 運用 燃焼・爆発の基礎理論
爆発や燃焼のメカニズムについて、基礎的な理論から学
ぶ。

三宅淳巳
横浜国立大学大学院環境情報
研究院教授

23 H24. 4

24 運用 気象災害等の予測と対策
気象用語解説や防災活動との関係、過去の災害実例か
ら予測･対策を考える。

饒村曜
元気象庁東京航空地方気象台
長

25 H26. 4

25 運用 河川防災対策Ⅱ 近年の河川災害を検証しながら、課題・対策を考える。 寺井喜之
国交省河川局治水課企画専門
官

21 H22. 1

26 運用 水防対策
東日本大震災をはじめ、過去の水害資料を交えながら水
防対策を学ぶ。

林久人 横浜市消防局警防課長 23 H24. 4

27 運用 特殊災害（ＮＢＣ災害）(H26)
ＮＢＣ災害対応の基礎知識、使用資機材・除染要領等を
マニュアルの解説から学ぶ。

消防大学校 消防大学校 26 H27. 3

28 運用 救急概論Ⅱ 救急業務に関する基礎知識を学ぶ。 消防大学校 消防大学校 24 H25. 4

29 運用 火災調査概論Ⅱ
火災調査に関する基礎知識や実際の訓練風景・資機材
などと解説を交えながら学ぶ。

消防大学校 消防大学校 22 H23. 6

30 演習
広域応援（受援計画の作成）
(H26)

実際の受援計画を基に、受援時の留意事項まで解釈を
広げて学ぶ。

平山　茂 横浜市消防局警防部計画課長 26 H27. 4

31
任意

(運用)
津波被害(H26)

東日本大震災による津波災害を踏まえた減災について学
ぶ。

河田惠昭
関西大学　社会安全学部・社会
安全研究センター長　教授

26 H27. 4

32
任意

(運用)
危険物規制概論

危険物施設の許可手続き及び検査時の注意点等を解説
を交えながら学ぶ。

消防大学校 消防大学校 24 H25. 4

33
任意

(運用)
救急活動概論

救急活動における注意点を具体的な事例とともに解説を
交えながら学ぶ。

消防大学校 消防大学校 24 H25. 4

34
任意

(演習)
現場指揮(中小隊長編)

中小隊長の指揮要領を再確認し、幹部職員としての指揮
能力の向上について学ぶ。

消防大学校 消防大学校 24 H25. 4

35
任意

(運用)
予防概論～立入検査に関す
る基礎知識～

立入検査における事前準備から検査完了後までの処理
要領について学ぶ。

消防大学校 消防大学校 25 H26. 4

36
任意

(演習)
機械器具操法から学ぶ指揮
要領と安全管理

入校中の「実火災体験型訓練」事前準備として、基本操
作要領について学ぶ。

消防大学校 消防大学校 25 H26. 4

37
任意

(演習)
対話力 ～ブレンストーミング
＆コミュニケーション～

コミュニケーション能力向上を目的とした、ブレンストーミン
グ手法の解説等を交えながら学ぶ。

斎藤栄次 元消防大学校助教授 25 H26. 4

消防法を中心とした「消防作用法」と、実務上の消防業務
との関係について、法的根拠や解釈などについて学ぶ。

効果的な指導・育成の具体的方法を学ぶ。

消防大学校e-ラーニング

項目 配信科目 主眼点 講師 所属
作成
年度

配信
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技術的援助 

 

消防組織法（昭和二十二年十二月二十三日法律第二百二十六号） 

最終改正：平成二六年五月三○日法律第四二号 

 

（教育訓練機関）  

第五条 消防庁に、政令で定めるところにより、国及び都道府県の消防の事務に従事する

職員又は市町村の消防職員及び消防団員に対し、幹部として必要な教育訓練を行い、あわ

せて消防学校又は消防職員及び消防団員の訓練機関の行う教育訓練の内容及び方法に関

する技術的援助をつかさどる教育訓練機関を置くことができる。  

 

消防学校又は消防教育訓練機関に対し、教育訓練の内容及び方法

に関する次のような技術的援助を行っています。 

 

１．学校長に対する新任教育（新任消防長・学校長科） 

 

２．消防学校教官に対する新任教育（新任教官科） 

 

３．消防学校等に対する講師の派遣 

 

４．消防学校等で使用される教科書の作成 

 

５．消防学校のカリキュラム見直し等研究支援（特別研究生制度） 

 

６．消防学校等への講師情報の提供 等 
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